
連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表並びに株主資本等変動計算書及び
個別注記表につきましては、法令及び定款第15条に基づき、インターネッ
ト上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.kobebussan.co.jp/）
に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

第37期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

（2021年11月１日から2022年10月31日まで）

株式会社  神戸物産



( 2021年11月１日から2022年10月31日まで)
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 500 9,581 76,592 △9,135 77,539

当期変動額

剰余金の配当 △4,363 △4,363

親会社株主に帰属する当期純利益 20,832 20,832

自己株式の処分 884 181 1,066

株主資本以外の項目の当期変動額
(純額) －

当期変動額合計 － 884 16,469 181 17,535

当期末残高 500 10,466 93,061 △8,953 95,074

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当期首残高 62 △1,190 △1,127 1,807 78,218

当期変動額
剰余金の配当 － △4,363
親会社株主に帰属する当期純利益 － 20,832
自己株式の処分 － 1,066

株主資本以外の項目の当期変動額
(純額) △66 1,109 1,043 422 1,466

当期変動額合計 △66 1,109 1,043 422 19,002

当期末残高 △3 △80 △84 2,229 97,220

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記)
１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　23社
主要な連結子会社の名称  秦食品(株)

(株)グリーンポートリー
(株)朝びき若鶏
(株)神戸物産フーズ

（２）非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由
主要な非連結子会社の名称  (株)銀座とよだ
連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模であり、合計の資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、
かつ全体としても重要性がないため、連結の範囲に含めておりません。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称及び持分法を適用しない理由
主要な非連結子会社及び関連会社の名称

（非連結子会社）　(株)銀座とよだ
持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社については、当期純損益(持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及
ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の範囲から除外しており
ます。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
<決算日12月31日>

(株)神戸物産エコグリーン北海道、神戸物産(香港)有限公司、大連福来休食品有限公司、神戸物
産(安丘)食品有限公司、KOBE BUSSAN EGYPT Limited Partnership

<決算日１月31日>
珈琲まめ工房(株)

<決算日３月31日>
関原酒造(株)

<決算日５月31日>
豊田乳業(株)

<決算日７月31日>
(株)朝びき若鶏、KOBE BUSSAN USA,INC.、J.J.DINING,INC.、KB GLOBAL PARTNERS,INC.

<決算日９月30日>
(株)オースターフーズ、(株)ターメルトフーズ、秦食品(株)、(株)マスゼン、(株)肉の太公、(株)
麦パン工房、宮城製粉(株)、Kobebussan Myanmar Co.,Ltd.

<決算日10月31日>
(株)神戸物産フーズ、(株)グリーンポートリー、菊川(株)
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連結計算書類の作成に当たって、(株)オースターフーズ、(株)ターメルトフーズ、秦食品
(株)、(株)マスゼン、(株)肉の太公、(株)麦パン工房、宮城製粉(株)、KOBE BUSSAN 
USA,INC.、J.J.DINING,INC.、KB GLOBAL PARTNERS,INC.については、各社の決算日現在
の財務諸表を使用しております。

KOBE BUSSAN EGYPT Limited Partnershipについては７月31日現在、神戸物産(香港)有
限公司、大連福来休食品有限公司及び神戸物産(安丘)食品有限公司については８月31日現在、
(株)神戸物産エコグリーン北海道、関原酒造(株)ついては９月30日現在、珈琲まめ工房(株)、豊
田乳業(株)、(株)朝びき若鶏及びKobebussan Myanmar Co.,Ltd.については、10月31日で実
施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

ただし、連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、連結上必要な
調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。なお、評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
②デリバティブ

時価法によっております。
③棚卸資産

商品
主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）によっております。
直営店の商品

主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。
製品・仕掛品・原材料

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）によっております。
貯蔵品

主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法）によっております。
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は主として定率法（1998年４月１日以降に取得した建物（附属設
備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備、構築物については定額法）、
在外連結子会社は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　　　３年～50年
機械装置及び運搬具　２年～17年

②無形固定資産(リース資産を除く）
定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込

利用可能期間（５年）による定額法によっております。
③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（３）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しております。
③役員株式給付引当金

役員向け株式交付信託による当社株式の交付に備えるため、社内規程に基づき、各取締役に
付与したポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

（４）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま
す。
①業務スーパー事業及び外食・中食事業

業務スーパー事業及び外食・中食事業においては、商品の製造、卸売、小売業及び外食業を
営み、店舗をＦＣ方式及び直営店で展開しております。当該事業においては、主に商品をフラ
ンチャイジー及び一般消費者へ販売しております。このような商品の販売につきましては、商
品の引き渡しにより、顧客に対する支配が移転し、履行義務が充足されることから、当該商品
の引き渡し時点で収益を認識しております。

また、商標及び経営ノウハウ等のライセンスをフランチャイジーへ供与しており、店舗名称
及び商標の使用等の提供を履行義務として識別しております。このライセンス供与に係る対価
であるロイヤルティはフランチャイズ店舗への商品の売上高に基づいて算定しており、売上高
が発生するにつれて収益を認識しております。

なお、約束された対価は当該履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内に回収しており、対価
の金額に重大な金融要素は含まれておりません。
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②エコ再生エネルギー事業
エコ再生エネルギー事業においては、日本国内において太陽光発電事業、木質バイオマス発

電事業による電気を顧客である電気事業者へ販売する事業であり、顧客との電力需給契約に基
づき契約期間にわたり発電した電力を供給する履行義務を負っております。当該履行義務は、
一定期間にわたる売電供給に応じて充足されるものであり、契約期間にわたって電気を供給す
るにつれて収益を認識しております。

なお、約束された対価は当該履行義務の充足時点から概ね１ヶ月以内に回収しており、対価
の金額に重大な金融要素は含まれておりません。

（５）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は仮決算日の直物相場により円
貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ
る為替換算調整勘定に含めて計上しております。

②重要なヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしているものについては、特例処理を採
用しております。
ヘッジ手段とヘッジ対象

借入金支払利息を対象に金利スワップ取引によりヘッジを行っております。
ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。
ヘッジの有効性評価の方法

特例処理の要件を満たしているものについては、有効性の評価を省略しております。

③のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、金額に重要性が乏しい場合を除き、合理的な見積に基づき、発生

年度より20年以内で均等償却しております。

④退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額

に基づき、退職給付債務の額を計上しております。
退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時において費用処理しております。
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
上記のほか、自ら希望した従業員が、当期の勤務に係る給与の一部を掛金として拠出させる

ことができる選択型確定拠出年金制度を設けております。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 27,910百万円

２．担保に供されている資産
投資その他の資産「その他」(定期預金) 3百万円

（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す
ることといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針
を適用しております。

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及
び売掛金」は、当連結会計年度より「売掛金」として表示することといたしました。 この結
果、連結計算書類に与える影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す
ることといたしました。これによる連結計算書類への影響はありません。

(連結貸借対照表に関する注記)

上記資産は、未払金０百万円に関連して担保に供しております。
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場所 用途 種類 金額
北海道地域 遊休資産 建物及び構築物 405

機械装置及び運搬具 54
土地 321
その他(有形固定資産) 0

関東地域 工場 建物及び構築物 132
機械装置及び運搬具 57
その他（有形固定資産） 0

関西地域 管理 その他（無形固定資産） 23
合計 994

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 273,600,000株

決議 株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2022年１月27日
定時株主総会 普通株式 4,363 20 2021年10月31日 2022年１月28日

(連結損益計算書に関する注記)
＜減損損失＞

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたし
ました。

（単位：百万円）

当社グループは原則として、事業用資産については、店舗・工場等の単位を基礎にグルーピン
グを行っており、投資不動産、遊休資産及び処分予定資産については、当該資産ごとにグルーピ
ングを行っております。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又はマイナスとなる見込みである資産グループ、
並びに移転又は閉鎖することが決定しており、除却資産等が生ずることが確実な資産グループに
ついては、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上し
ております。

なお、回収可能価額は正味売却価額あるいは使用価値により測定しております。正味売却価額
は、処分見込価額を基に算定した金額により評価しており、使用価値は将来キャッシュ・フロー
がマイナスのため、回収可能価額を零として算定しております。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

２．剰余金の配当に関する事項
（１）配当金支払額

（注）配当金の総額には役員向け株式交付信託が保有する自社の株式に対する配当金3百万円を含め
ております。
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株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

普通株式 4,824 利益剰余金 22 2022年10月31日 2023年１月12日

となる株式の種類及び数 普通株式 3,400,400株

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2022年12月15日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

（注）配当金の総額には役員向け株式交付信託が保有する自社の株式に対する配当金3百万円を含め
ております。

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的

(金融商品に関する注記)
１．金融商品の状況に関する事項
（１）金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金及び安全性の高い金融資産に限定し、
また、資金調達については銀行借入による方針です。デリバティブは、仕入債務の為替変動
リスク及び借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針
であります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、

当社グループの社内規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な
取引先の信用状況を四半期ごとに把握する体制としています。

投資有価証券のうち時価のあるものは、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定
期的に時価を把握する体制としております。また時価のないものは、信用リスクに晒されて
おりますが、１年ごとに発行体の財務状況等を把握し管理しております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内に決済されます。その一部に外貨建
てのものがあり、為替変動リスクに晒されていますが、リスクの軽減を図るために、先物為
替予約及び通貨スワップ取引等をヘッジ手段として利用する場合があります。

借入金は主に当社及び子会社の設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利
の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変
動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、金利スワップ取引をヘッジ手段として利
用しております。ヘッジの有効性の評価については、金利スワップの特例処理の要件を満た
しているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行ってお
り、また、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために格付けの高
い金融機関とのみ取引を行っております。

預り保証金はフランチャイズ契約に基づき、取引先から預っている取引保証金であり、利
息等は付与しておらず、フランチャイズ契約を解消する場合に返金する義務があります。
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連結貸借対照表
計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

（１）有価証券 2,000 2,016 16
（２）投資有価証券（＊２）

その他有価証券 1,255 1,255 －
（３）長期借入金(＊３) 34,534 34,410 △124
（４）預り保証金 7,167 7,138 △28
（５）デリバティブ取引(＊４) 782 782 －

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式等 11百万円

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券 1,255 － － 1,255
デリバティブ取引
　通貨関連 － 782 － 782

資産計 1,255 782 － 2,038

２．金融商品の時価等に関する事項
2022年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

（＊１）「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払法人税等」については、現金であるこ
と、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省
略しております。

（＊２）市場価格のない株式等は「（２）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の
連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（＊３）短期借入金として表示している１年内返済予定の長期借入金8,217百万円については、長期
借入金に含めて表示しております。

（＊４）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定
した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外
の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。
（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
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区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券
　信託受益権 － 2,016 － 2,016

資産計 － 2,016 － 2,016
長期借入金 － 34,410 － 34,410
預り保証金 － 7,138 － 7,138

負債計 － 41,548 － 41,548

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、レベル１の時価に分類
しております。
デリバティブ取引

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。
有価証券

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。
長期借入金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値
により算定しており、レベル2の時価に分類しております。なお、変動金利による長期借入金
のうち、金利スワップの特例処理の対象とされているものの時価は、当該金利スワップと一体
として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される、合理的に見積ら
れた利率で割り引いて算定する方法によっております。
預り保証金

償還予定時期を見積り、国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント
その他
（注） 合計業務

スーパー
事業

外食・中食
事業

エコ再生
エネルギー

事業
計

収益認識の時期
一時点で移転される
財又はサービス 392,853 7,271 － 400,124 40 400,165
一定の期間にわたり
移 転 さ れ る 財 又 は
サービス 3,443 52 3,152 6,648 40 6,648

顧客との契約から生じ
る収益 396,296 7,323 3,152 406,773 40 406,813

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権の残高(期首残高) 19,837百万円
顧客との契約から生じた債権の残高(期末残高) 23,249百万円

(賃貸等不動産に関する注記)
重要性がないため記載を省略しております。

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、観光事業等を
含んでおります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「(連結計算書類の作成の

ための基本となる重要な事項に関する注記)４．会計方針に関する事項（4）重要な収益及び費
用の計上基準」に記載の通りであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並
びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると
見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

（１）顧客との契約から生じた債権の残高
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１．１株当たり純資産額 433円53銭
２．１株当たり当期純利益 95円35銭

（２）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の

便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約、及び知的財産のライセンス
契約のうち売上高に基づくロイヤルティについては、注記の対象に含めておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

（注）役員向け株式交付信託口が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発
行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当連結会計年度末168,400株）。
また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株
式に含めております（当連結会計年度171,090株）。

(重要な後発事象)
該当事項はありません。
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( 2021年11月１日から2022年10月31日まで)
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計特 別 償 却

準 備 金 別途積立金 繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 500 9,590 9,590 16 210 7 63,638 63,871
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △5 △5

遡及処理後当期期首残高 500 9,590 9,590 16 210 7 63,632 63,866
当 期 変 動 額
特 別 償 却 準 備 金 の 取 崩 － △61 61 －
剰 余 金 の 配 当 － 109 △4,472 △4,363
当 期 純 利 益 － 19,668 19,668
自 己 株 式 の 処 分 884 884 －
剰余金から資本金への振替 － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) － －

当 期 変 動 額 合 計 884 884 109 △61 － 15,257 15,305
当 期 末 残 高 500 10,475 10,475 125 149 7 78,889 79,171

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
新株予約権 純 資 産

合 計自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △9,135 64,826 62 62 1,807 66,696
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △5 △5

遡及処理後当期期首残高 △9,135 64,821 62 62 1,807 66,690
当 期 変 動 額
特 別 償 却 準 備 金 の 取 崩 － －
剰 余 金 の 配 当 △4,363 △4,363
当 期 純 利 益 19,668 19,668
自 己 株 式 の 処 分 181 1,066 1,066
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) － △66 △66 422 356

当 期 変 動 額 合 計 181 16,372 △66 △66 422 16,728
当 期 末 残 高 △8,953 81,193 △3 △3 2,229 83,419

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 ３年～50年
機械及び装置 ４年～17年
工具、器具及び備品 ２年～20年

個別注記表
(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券
①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
②その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法を採用しております。なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定しております。
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
（２）デリバティブ

時価法によっております。
（３）棚卸資産
①商品

個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)に
よっております。
②直営店の商品

売価還元法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法)によっております。
③製品・仕掛品・原材料

総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)
によっております。
④貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)
及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備、構築物については定額法によっておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

（２）無形固定資産(リース資産を除く)
定額法によっております。なお、ソフトウェア(自社利用)については、社内における見込利
用可能期間(５年)による定額法によっております。

（３）リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担する額を計上
しております。

（３）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上
しております。
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時において費用処理しております。

（４）役員株式給付引当金
役員向け株式交付信託による当社株式の交付に備えるため、社内規程に基づき、各取締役に

付与したポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

４．ヘッジ会計の方法
（１）ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については特例処理の要件を満たしているものについては、特例処理を採
用しております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
借入金支払利息を対象に金利スワップ取引によりヘッジを行っております。

（３）ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

（４）ヘッジの有効性評価の方法
特例処理の要件を満たしているものについては、有効性の評価を省略しております。

5．収益及び費用の計上基準
連結計算書類「連結注記表(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注
記)４．会計方針に関する事項（４）重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載し
ているため、注記を省略しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認
識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識することとしております。
これにより、有償支給取引に関して、従来は支給先から受け取る対価を収益として認識し

ておりましたが、支給品を実質的に買い戻す義務を負っていると判断される取引について
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１．有形固定資産の減価償却累計額 9,866百万円

関原酒造(株) 59百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
（区分掲記したものを除く）
短期金銭債権
短期金銭債務

1,652百万円
4,685百万円

関係会社との取引高
売上高 104百万円
仕入高 24,136百万円
原材料の有償支給高 22,745百万円
その他の営業取引高 101百万円
営業取引以外の取引高 553百万円

は、当該支給品の譲渡に係る収益を認識しない方法に変更しております。また、有償支給取
引については「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　
2021年３月26日）第104項に定める取扱いに従って、計算書類においては支給品の譲渡時
に当該支給品の消滅を認識しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経
過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合
の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計
方針を適用しております。
この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の損益計算書は、売
上高は22,747百万円、売上原価は22,745百万円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当
期純利益はそれぞれ2百万円減少しております。
当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算

書の繰越利益剰余金の期首残高は5百万円減少しております。
１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価
算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及
び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわた
って適用することといたしました。これによる計算書類への影響はありません。

(貸借対照表に関する注記)

２．保証債務
下記の関係会社の仕入債務及び酒税債務に対し、連帯保証を行っております。

(損益計算書に関する注記)
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株式の種類 当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 55,587,320 0 1,096,800 54,490,520
合計 55,857,320 0 1,096,800 54,490,520

繰延税金資産
未払事業税 263百万円
賞与引当金 72百万円
役員株式給付引当金 24百万円
減価償却超過額 17百万円
退職給付引当金 118百万円
事業撤退損 163百万円
棚卸資産評価損 142百万円
貸倒引当金繰入超過額 997百万円
減損損失 417百万円
資産除去債務 94百万円
未計上の関係会社受取利息 76百万円
その他 156百万円
繰延税金資産合計 2,545百万円
繰延税金負債
特別償却準備金 △72百万円
資産除去債務に対応する除去費用 △59百万円
その他 △14百万円
繰延税金負債合計 △146百万円
繰延税金資産の純額 2,398百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
自己株式の数に関する事項

（注）１．当事業年度末株式数には役員向け株式交付信託が保有する自社の株式168,400株を含め
ております。

２．普通株式の当期の減少はストック・オプションの行使(1,089,200株)、役員向け株式交
付信託の受給(7,600株)によるものです。

(税効果会計に関する注記)
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割 合 ( % )

関係内容
取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

(株)神戸物産
エコグリーン
北海道

49.6
[42.1]

兼任
２名

農産物
の生産

資金の貸付
(注）1 －

関係会社
長期貸付金 3,999資金の回収 －

利息の受取
(注）2 －

秦食品(株) 100.0 兼任
２名

PB商品
の製造

資金の貸付
(注）1 1,000 関係会社短期貸付金 595
資金の回収 629関係会社

長期貸付金 3,665利息の受取
(注）2 60

(株)グリーン
ポートリー 100.0 兼任

１名
PB商品
の製造

資金の貸付
(注）1 －関係会社短期貸付金 241
資金の回収 209関係会社

長期貸付金 2,430利息の受取
(注）2 46

豊田乳業(株) 100.0 兼任
２名

PB商品
の製造

資金の貸付
(注）1 －関係会社短期貸付金 130
資金の回収 125関係会社

長期貸付金 1,508利息の受取
(注）2 25

宮城製粉(株) 100.0 兼任
２名

PB商品
の製造

資金の貸付
(注）1 3,400 関係会社短期貸付金 314
資金の回収 305関係会社

長期貸付金 5,492利息の受取
(注）2 43

(株)朝びき若鶏 100.0 兼任
２名

PB商品
の製造

資金の貸付
(注）1 －関係会社短期貸付金 164
資金の回収 161関係会社

長期貸付金 1,771利息の受取
(注）2 30

(関連当事者との取引に関する注記)
１．子会社及び関連会社等
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種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所有)
割 合 ( % )

関係内容
取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

(株)麦パン工房 100.0 兼任
１名

PB商品
の製造

資金の貸付
(注）1 －関係会社短期貸付金 271
資金の回収 267関係会社

長期貸付金 2,821利息の受取
(注）2 48

(株)ターメルト
フーズ 100.0 兼任

２名
PB商品
の製造

資金の貸付
(注）1 －関係会社短期貸付金 201
資金の回収 156関係会社

長期貸付金 2,125利息の受取
(注）2 36

(株)オースター
フーズ 100.0 兼任

2名
PB商品
の製造

資金の貸付
(注）1 －関係会社短期貸付金 153
資金の回収 160関係会社

長期貸付金 1,308利息の受取
(注）2 23

種類 会社等の名称
議決権の所有
(被所有)割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額(百万円) 科目

期末残高
(百万円)

役員 田中　康弘 (被所有)
直接0.004

当社代表取締役
副社長

ストック・
オプション
の権利行使

11 － －

役員 浅見　一夫 (被所有)
直接0.023 当社取締役

ストック・
オプション
の権利行使

11 － －

（注）１．子会社への貸付金に対し、3,218百万円の貸倒引当金を設定しております。また、当事
業年度において578百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

２．貸付金に関しては市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。また、担保は
受け入れておりません。なお、(株)神戸物産エコグリーン北海道については、財務状況
の悪化に伴い利息の受取を中止しております。

３．議決権の所有割合の［　］内は、緊密な者等の所有割合で外数であります。

２．役員及び個人主要株主等

(注）会社法に基づき、2015年2月24日及び2019年2月19日の取締役会において決議された、ス
トック・オプションの当事業年度における権利行使を記載しております。なお、取引金額はス
トック・オプションの権利行使による付与株式数に払込金額を乗じた金額を記載しておりま
す。
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１．１株当たり純資産額 370円54銭
２．１株当たり当期純利益 90円02銭

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表
（収益認識に関する注記）」に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

(１株当たり情報に関する注記)

(注）役員向け株式交付信託口が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行
済株式総数から控除する自己株式に含めております（当事業年度末168,400株）。また、
「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め
ております（当事業年度171,090株）。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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